
ま　え　が　き

　わが国では，これまで，台風，豪雨，豪雪，地すべり，地震，火山噴火など

の数多くの自然災害が発生して多大な被害を受けてきており，今後も引き続き

各種の自然災害による被害を受けやすい状況にあると考えられる。建設系の工

学の分野は，社会資本を整備・維持し，人々の暮らしや各種の社会・経済活動

を支える工学であり，このような自然災害の脅威に対して人々の暮らしや種々

の活動を安全なものとすることがその使命の一つといえる。すなわち自然災害

が社会資本に及ぼす影響を可能な限り軽減することが，建設系分野に課せられ

た大きな役割といえる。社会の急速な変化に応じて災害の形態や影響も変化し

ており，その変化や影響を適切に予測して事前の対策により自然災害を軽減す

ることは，調和的かつ安全な社会環境づくりに欠かせない重要な課題である。

このようなことから，高等専門学校において建設系分野を専攻する学生にとっ

て，防災工学を学ぶことは重要な意味をもつといえる。

　本書は，今後の社会資本の整備や維持の面で重要となる防災に関わる工学的

な知識を幅広く学ぶことを目的としている。取り上げる自然災害は，地震災

害，河川・土石流災害と海岸災害，地盤災害，火山災害など多岐に亘ってお

り，また，各災害の内容やその原因，対策等に関する記述は，専門分野の広い

範囲に及んでいる。このため，本書の内容を学習する対象学生の学年は，専門

分野の基礎的事項を学習した後の，高専の高学年である 5年次あるいは 4年次

後半が望ましいと考えられる。

　これまで防災工学は大きな自然災害を経験するたびにその内容を常に発展さ

せてきているが，近年の自然災害の影響が急激に増大する傾向にあることか

ら，自然災害の影響を軽減すべき課題も増加するという面を有している。例え

ば，近年，近代都市で生じる巨大災害に備えることが特に重要な問題となって
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iv　　　ま　　え　　が　　き　

いることなど，自然災害の影響は拡大化・複雑化し，防災工学が対処すべき問

題や課題には解決の困難なものも増えているのが現状と考えられる。このため

学生諸君には，本書の内容を基礎的事項として学習した後，各種災害や専門分

野に応じて解決すべき課題に対処すべく，さらに学習内容を発展させるように

考えてもらいたい。そのような意味で，高等専門学校で学ぶ建設系の学生諸君

には，技術者として，自然災害軽減のために，どのようなことを考え，実現す

べきかを常に意識するように心掛けてほしい。本書が，防災工学の基礎的内容

の学習に資することを期待する。

　本書の執筆担当は，1章（渕田），2章（渕田），3章（疋田），4章（吉村），

5章（檀），6章（渕田），7章（塩野）である。著者らはいずれも高専の環境

都市工学系にあって，各種の自然災害に関連する分野で幅広く活動している。

なお，ページ数の制約などで十分に説明できていない箇所や，また，著者らの

力不足で不十分な表現や誤った表現をしている箇所があるかもしれない。読者

のみなさまのご叱正を乞う次第である。

　最後に，本書の執筆では多くの資料や文献を参考にしており，章末に参考と

した文献や URLを示しているが，これら著者の方々に対して深甚なる謝意を

表する次第である。また，本書が出版されるまでの長い間，ご尽力いただいた

コロナ社をはじめ，関係者のみなさまにも厚くお礼を申し上げる次第である。

　2014 年 1 月

著　　　者　コ
ロ
ナ
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1

自然災害と防災概説

　わが国は，台風，豪雨，豪雪，地すべり，地震，火山噴火などの自然災害
が発生しやすい気象的，地形・地質学的特性を有しており，世界でも有数の
大災害が頻発する国といえる。このため災害防止に種々の施策がなされてき
ているが，社会の急速な変化に応じて災害もその形態や影響が変化してお
り，自然災害を軽減することが，調和的かつ安全な社会環境づくりに欠かせ
ない重要な課題といえる。
　本書は，これからの社会で必要となる防災に関わる工学的な知識を学ぶこ
とを目的として，自然災害として，地震災害，河川・土石流災害と海岸災
害，地盤災害，火山災害をおもなものとして取り上げ，各災害の内容やその
原因，対策等について記述し，防災工学が対象とする自然災害の概要につい
て把握することを目指すものである。さらに近年，近代都市で生じる巨大災
害に備えることが特に重要な問題となっていることから，都市災害の種類，
特色，原因とその対策等について，防災基本計画の内容を中心に記述して理
解を深めることとする。
　このような理解をもとに，今後，自然災害軽減のためにどのようなことを
考え実現すべきかについて，技術者として具備することをねらいとする。
　本章では，過去に起った各種の自然災害について，おもなものを取り上げ
て歴史的な経緯について述べる。

　

1 .1　地　震　災　害

　わが国で明治以降に生じた自然災害で最大規模のものとして，死者が 10 万

人を超えた関東地震による大震災が挙げられる。1923 年 9 月 1 日に発生した

この震災では，強い地震動の揺れに伴い各種の構造物に多数の被害が生じた
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2　　　1.　自然災害と防災概説　

が，同時に発生した火災は多くの家屋焼失と人命損失の原因となり，約 70 万

棟の建築物の被害と，死者・行方不明者 14 万人以上の未
み

曾
ぞ

有
う

の大災害となっ

た。この地震を契機として，各種構造物の耐震設計に関する検討が開始され，

震度法による耐震設計が採用されるなど，この地震はその後の耐震設計の発展

へとつながる出発点として位置付けられる。

　関東地震以降も地震災害はたびたび生じており，1927 年 3 月の北丹後地震

では内陸部直下型地震の大きな揺れで死者 2 925 人，1933 年 3 月の昭和三陸沖

地震では大津波の影響で死者・行方不明 3 064 人，1943 年 9 月の鳥取地震では

火災発生もあり死者 1 083 人，1944 年 12 月の東南海地震では死者・行方不明

1 251 人，1945 年 1 月の三河地震では死者 1 961 人，1946 年の南海地震では死

者 1 330 人 , さらに 1948 年の福井地震では内陸直下型地震で死者 3 769 人と，

それぞれ 1 000 人以上の多数の犠牲者を生じる大災害が続いて発生した1）†。

　その後も大きな地震は数多く発生し，それに伴う大きな地震災害を経験する

たびに，新しい被害状況や現象が確認され，課題として研究され，その成果が

耐震設計に反映されることが繰り返されて，わが国の耐震設計は徐々に発展し

てきている。

　1964 年の新潟地震では，信濃川に沿って形成された新潟市において液状化

現象が顕著に観察され，これを契機として液状化に関する研究が活発に行われ

るようになった。現在では，研究の成果によって各種の耐震基準類に液状化に

対する規定が盛り込まれている2）。1978 年の宮城県沖地震では，水道管，ガス

管などのいわゆるライフラインとよばれる都市施設の被害が都市における社会

活動や一般市民の生活に大きく影響を及ぼしたことから，都市災害という観点

が注目されるようになった。1983 年の日本海中部地震と 1993 年の北海道南西

沖地震では津波による多数の犠牲者が出たことから，地震による津波への対策

の重要性が改めて認識されることになった。

　1948 年の福井地震以降の約 50 年間は，1 000 人を超える多数の死者が生じ

†　肩付き数字は，巻末の引用・参考文献の番号を表す。
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るような地震による大災害の脅威を経験することがなく，歴史的には空白とも

いえる期間が経過した。

　しかし，1995 年の兵庫県南部地震による阪神・淡路大震災は，近代都市が

直下地震の直撃を受けて死者 6 308 人の大災害となり，壊滅的な被害を生じた

巨大災害として数多くの問題を露呈することとなった。規模の大きな地震に対

して大都市がもつ脆弱な点は地震に対する備えが不十分であることを示してお

り，地震防災の重要性を再認識することとなった。この地震を契機として，通

常の地震よりもより強い地震動である，いわゆるレベル 2地震動に対する耐震

設計法が検討され3），多くの基準が改定されるとともに地震観測網が整備され，

多種多様な地震防災への取組みも行われるようになった。

　兵庫県南部地震以降もたびたび地震が発生して被害を生じているが，2011

年の東北地方太平洋沖地震は，地震の規模がマグニチュード 9.0 という日本周

辺における観測史上最大の地震であった。一般には東日本大震災といわれてい

る。この地震の震源域は，岩手県沖から茨城県沖までの南北約 500　km，東西

約 200　kmのおよそ 10 万平方キロメートルという広範囲に及んでおり，最大

震度は宮城県栗原市で観測された震度 7で，震度 6強を観測した地域も宮城・

栃木・福島・茨城の 4 県に及んでいる。2012 年 11 月時点で，震災による死

者・行方不明者は約 19 000 人に達している。

　この地震により波高 10　m以上，最大遡上高 40 .1　mにも上る大津波が発生

し，東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらした。東京電

力福島第一発電所では，全電源を喪失して原子炉を冷却できなくなり，水素爆

発と炉心溶融（メルトダウン）により大量の放射性物質の漏洩を伴う重大な原

子力事故に発展した。さらに，地震の揺れや液状化現象，地盤沈下，ダムの決

壊などによって，北海道南岸から東北を経て東京湾を含む関東南部に至る広大

な範囲で被害が発生し，各種ライフラインが寸断された。

　大震災による影響の新たな面を見せるこの地震により，今後の地震防災がい

ろいろな面で改善を余儀なくされており，近い将来発生が予想される巨大地震

に対して取り組むべき課題はさらに増大し，社会の要求として地震防災への取
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4　　　1.　自然災害と防災概説　

組みをこれまで以上に強化し継続していく努力が求められている。

　

1 .2　河川・土石流災害と海岸災害

　一方，地震災害以外に目を向けると，河川や海岸で生じる災害が注目され

る。これらの災害はその原因から気象災害ともいわれるものであり，台風によ

るものと梅雨時期の集中豪雨によるものとに大別される風水害とも捉えられ

る。豪雨に伴い発生する河川の氾濫は洪水を引き起こすことになり，台風の際

には沿岸部での高潮による被害が生じる場合がある。1938 年には阪神地方に

記録的な大雨があり，六甲山で大規模な山崩れが発生して神戸市などで大水害

が起きている。1953 年に北九州地方，1961 年に関東・長野地方，1967 年に西

日本，1972 年に九州から関東までの広い範囲において梅雨期の豪雨災害が発

生している。

　また 7月中旬から下旬にかけての梅雨末期には，しばしば局地的な集中豪雨

があり，特に西日本で現れやすい。1957 年の長崎県諌早市周辺，1982 年の長

崎市とその付近，1983 年の山陰地方西部，さらに 1993 年の鹿児島県において

それぞれ短時間に記録的な集中豪雨が降り，甚大な災害が起きている1）。集中

豪雨の最大の特徴は短時間に大量の雨が降ることであり，特に梅雨前線が停滞

して雨が続いた後に局地的な大雨が降ると，洪水や土石流などの土砂崩壊が起

りやすくなる。

　1934 年の室戸台風は，四国の室戸岬付近に上陸して淡路島を通り大阪を襲っ

た。大阪湾の平均潮位が上昇して高潮が発生し，大阪市内の西半分が冠水して

多くの木造家屋が倒壊するという被害が起った。1959 年の伊勢湾台風は伊勢

湾に未曾有の高潮を発生させて，愛知県・三重県の沿岸に甚大な被害を及ぼ

し，数万人の死者が出て台風による災害では過去最大規模のものとなった1）。

　このような激甚災害をもたらした台風の襲来が 1934 年から 1959 年までに集

中しているのは近代における台風災害の大きな特徴であり，1931 年から 1960

年までの 30 年間における台風による死者数は，10 年当り 5 000 人から 1万人

コ
ロ
ナ
社



　1.3　地盤災害と火山災害　　　5

にも達している。これに対して，1961 年以降の死者数が大きく減少している

のは，台風に関する情報が正確になったこと，防災対策が進んで大洪水や高潮

災害が少なくなったことなどが理由と考えられる。

　2004 年の台風 18 号，2011 年の台風 12 号，2012 年の梅雨前線性豪雨など，

2000 年以降の台風や梅雨前線性の豪雨は時間雨量が数 10 ～ 100　mm以上，数

日間の総雨量が数 100 ～ 1 000　mm以上の集中的かつ超大規模となり，それに

伴い予想をはるかに超える大被害が発生している。

　

1 .3　地盤災害と火山災害

　わが国の地形はその大半を山地が占めて平野部は限られていることから，平

野に近い山や丘陵地などが開発されて社会活動に供されている。このため，平

野部でも背後に接する山や丘陵地では地質不良や地形不良による斜面崩壊・地

すべりなどの災害が，また山間部では土石流などが多数生じている。

　これらの災害は特に梅雨の時期を中心に大雨による影響を受けて数多く発生

しており，地盤災害として日本全体で毎年いずれかの場所で生じている。地震

時にも斜面崩壊などの土砂災害が発生することが多いが，これらに加えて沿岸

部付近では液状化現象が生じる事例が多く，港湾施設やライフラインなどへの

影響が大きい。

　このような地盤災害の危険地区は全国に無数にあり，限られた安全な場所を

超えて市街地が開発されて拡大してきたことも影響している。災害の影響を受

けやすい場所で社会生活が営まれていることから，地盤災害への備えも重要な

課題の一つとして認識されるべきものといえる。

　一方，わが国は環太平洋火山帯に位置して多くの火山を有しており，火山の

近くで生活を営むことも多いことから，古くから火山活動に伴う災害を数多く

受けてきている。近年でも雲仙普賢岳の噴火など日本各地で火山活動に伴う災

害の影響を数多く受けている。

　現在も活動を続けている活火山として，北海道の有珠山，長野・群馬の境に
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位置する浅間山，伊豆大島の三原山，伊豆諸島の三宅島の火山，大分県の九重

連山，熊本県の阿蘇山，長崎県の雲仙普賢岳，鹿児島県の桜島などが代表的な

火山の例として挙げられる。火山活動による影響は長期化することが多く，こ

れに対処する方策も重要な課題である。

　

1 .4　災害対策と防災計画

　1959 年の伊勢湾台風の災害を契機として 1961 年に「災害対策基本法」が制

定され，その後の防災関係行政の基本方針とされてきている4）。そのおもな内

容は，防災責任の明確化，防災体制，防災計画，災害予防，災害応急対策，災

害復旧対策，災害などに対する財政措置および災害緊急事態に対する措置であ

る。組織として国レベルでは中央防災会議が設けられており，中央防災会議は

各種防災計画の基本となる防災基本計画の策定とその実施の推進，防災に関す

る重要事項の審議などを行っている。

　しかしながら，災害対策基本法は台風による大災害を契機として制定された

ことから，都市の成長に伴う大規模な地震による巨大災害の可能性の高まりな

どへ対応できていない面もあり，1995 年の阪神淡路大震災に見られたような

新たな課題が露呈してきたため，1995 年に改訂され，その後，何度か修正が

行われている。社会全体が早いスピードで変化している状況の中で自然災害も

変化してきており，災害に対して行政的に対応するためには各種の法整備も課

題となっている4）。
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